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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条第2項の規定に基づき、書面交付請
求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を
省略しております。

第88回定時株主総会招集ご通知
交付書面への記載を省略した事項
●　事業報告

「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

●　連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

●　計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

第88期
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

株式会社紀文食品
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業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
内部統制システムの構築に係る基本方針
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・法令・定款・社内規則・社会規範を遵守するための紀文グループ行動規範・行動指針を設け、
当社及びグループ各社の取締役及び使用人に周知、徹底を図る。
・取締役会は、法令に定めるもののほか取締役会に付議・報告すべき事項その他取締役会の運営
に関する事項を定めた規程を整備し、当該規程に則り、意思決定を行い、また取締役の職務執
行を監督する。
・取締役会の監督機能を充実させるため、当社は当社の定める社外役員の独立性基準に則した独
立社外取締役を選任する。
・法令遵守及び財務報告の信頼性を確保するために必要な組織体制と諸規程を整備する。
・内部監査担当を設け、内部監査を実施することにより、業務の遵法性を確保する。
・当社監査等委員会は当社の監査を行うとともに、グループ各社監査役との定期的な情報交換を
行い、グループ全体の法令・定款・社内規則・社会規範の遵守状況を確認する。
・弁護士等外部の専門家への照会と指導・助言を得られる体制を整備する。
・法令違反等の発生抑止と早期の是正を図るため、ヘルプライン（内部通報窓口）を設置する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・保存・管理すべき文書（情報）及びその保存期間等を定めた規程を整備し、当該規程に則った
管理を行う。
・ITを活用し、必要な情報が適時・適切に伝達され、また、必要な情報にアクセスできる体制を
構築する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・購買・生産・品質管理・販売等の主要な業務に付随し発生が予想されるリスクについては、そ
の発生の抑止と対処の基本方針を定めた規程を整備し、当該リスクに対するマネジメント（コ
ントロール）を行うことを基本とする。
・会社の存立の基盤に影響を及ぼしうるリスクその他突発的な事態等については、必要に応じ、
役員・部署門長等から成る委員会等を設置し、当該リスクに対するマネジメント（コントロー
ル）を行う。
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業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・組織機構に関する規程並びに職務の分掌及び権限に関する規程を定め、効率的な業務執行体制
を構築する。
・取締役会の業務執行の決定権限の一部を取締役に委任し、会社の意思決定の迅速化を図る。
・中期経営計画及び年度事業計画の策定を行うとともに、計画の進捗を適時・的確に把握できる
管理体制を構築する。
・計画に重大な影響を及ぼす事項を検討・審議するため、必要に応じて、役員・部署門長等から
成る会議体を設置する。
・ITを活用し、必要な情報が適時・適切に伝達され、また、必要な情報にアクセスできる体制を
構築する。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社は、円滑なグループ運営を図るための規程を整備し、グループ各社との間で経営の管理に
係る契約等を締結して、企業集団として適切な内部統制システムが構築され運用されるよう管
理する。
・グループ各社は、当社が示す方針・規程等に準拠し、それぞれの会社の規模・事業内容に適し
た内部統制システムを構築し運用する。
・当社は、グループ各社の業務執行の状況その他グループ各社を管理するうえで必要な情報が当
社へ適切に報告されるよう情報の伝達体制を整備するとともに、グループ各社が参画する会議
等を定期的に開催する。
・当社は、グループ各社に対して必要に応じ、当社の内部監査担当による監査を実施する。

⑥　監査等委員がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めた場合における当該取
締役及び使用人に関する事項
・（要請のあるときは）監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人として、監査等委員
付を置く。
・監査等委員付は、監査等委員会の職務を補助することを専業とし、他の職務を管掌（兼務）し
ない。

－ 2 －



2026/05/22 13:07:15 / 25298709_株式会社紀文食品_招集通知

業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

⑦　監査等委員会の職務の補助をする取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除
く）からの独立性に関する事項
・監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人（監査等委員付）の任命、異動、人事考課
（業績評価）等人事権に係る事項の決定に際しては、監査等委員会と事前協議を行う。

⑧　監査等委員会の職務を補助する取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
・監査等委員会を補助すべき取締役及び使用人（監査等委員付）が、その職務を遂行するにあた
り必要な協力を得られるよう関係規程等にその旨を定め社内に周知する。

⑨　取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制
その他の監査等委員会への報告に関する体制
・代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等監査等委員が出席する会議におい
て、随時報告を行う。
・取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人等は、監査等委員会規程及び監査等委員
会監査等基準に従い、監査等委員の要請に応じ、必要な報告を行う。
・稟議書等の重要文書は、これを監査等委員会に回覧する。
・グループ各社は、当社が示す方針・規程等に準拠し、それぞれの会社の取締役、監査役等から
当社の監査等委員会へ必要な情報が報告される体制を整備し社内に周知するとともに、グルー
プ各社の監査役と当社の監査等委員が参画する会議等を定期的に開催する。

⑩　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制
・監査等委員会へ報告したことを理由として不利な取扱いは行わない旨を関係規程等に定め社内
に周知する。

⑪　監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
・監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）に要する費用に
ついては、監査等委員会と協議のうえ当期の活動予算を付与し、当該予算を超える緊急かつ臨
時に生じた費用や債務があるときは、監査等委員の請求により当該費用又は債務を速やかに支
払う。
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業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

⑫　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・取締役会その他重要な会議への出席など、監査等委員会規程及び監査等委員会監査等基準に従
い、監査等委員の会社の重要な情報へのアクセスを確保する。
・内部統制担当は、当社の監査等委員及びグループ各社の監査役との間に定期的な情報交換等を
行うなど、監査の実効性を向上すべく連携の充実を図る。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況は次のとおりです。
①業務執行の効率性の向上に関する取組みの状況
・当社は取締役会の決議により、重要な業務執行の一部を取締役に委任し、効率的な意思決定を
行っております。
・取締役会を15回開催し、各議案についての審議や取締役の業務執行状況についての報告が行
われ、活発な意見交換がなされました。また、取締役、常勤監査等委員、執行役員等からなる
経営会議を原則週１回開催し、重要な案件を協議し、業務執行の適正性・効率性を確保しまし
た。

②リスクマネジメント体制に関する運用状況
・リスク管理委員会を随時開催し、当社及びグループ会社を取り巻くリスクを認識・評価し、優
先順位を付け、対策に取り組みました。
・緊急対応組織体制、情報管理、復旧活動等の危機管理の基本的方針・枠組みを定めた「危機管
理指針」並びに社員等の安否確認、情報の伝達と収集・配信等のコミュニケーション方法等を
定めた「危機管理マニュアル」の改訂とともに、大規模地震を想定した安否確認訓練など、各
危機に対応した訓練を実施しました。
・サステナビリティ委員会を随時開催し、経営方針や経営計画に対するサステナビリティ課題を
横断的に審議し、その対応策を検討しました。

③コンプライアンスに対する取組みの状況
・コンプライアンス委員会を随時開催し、法令、社内規程、企業倫理を遵守するための体制整備
を推進しました。また、法令違反、不正行為等の未然防止及び早期発見を目的として内部統制
室には内部通報窓口を設置しております。

④監査等委員会に関する運用状況
・監査等委員は取締役会に出席し、常勤監査等委員は経営執行会議をはじめとする重要会議に原
則出席し、主要な事業所の内部監査並びに会計監査に立ち会い、重要決裁書類を閲覧し、意思
決定並びに業務の執行状況を監督しました。
・監査等委員は、内部統制室に対し四半期毎に内部監査結果の報告を求め、内部監査計画書や内
部監査報告書等内部監査に関する情報の全部を入手しました。
・監査等委員会を原則月１回開催し、監査等委員がその職務の遂行上知り得た情報を、他の監査
等委員と共有しております。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況

⑤内部監査に関する運用状況
・当社は内部監査担当を「内部統制室」として組織機構上の部門と位置づけ、当社の各部署及び
グループ会社の事業所に対して実地監査または書面監査、必要に応じてリモート監査（WEB
会議）により内部監査を実施して業務の法令、定款、社内規程等との適合性等を検証しまし
た。
・コーポレート・ガバナンスの観点から、これらの１年間の内部監査の実施概要を取締役会に報
告しました。
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連結株主資本等変動計算書

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 6,368,788 1,942,988 9,878,617 △77 18,190,316

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △456,594 △456,594

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,099,488 1,099,488

自 己 株 式 の 取 得 △ 48 △48

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 642,894 △48 642,845

当連結会計年度末残高 6,368,788 1,942,988 10,521,511 △125 18,833,162

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結株主資本等変動計算書

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持　　　分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ
損　　　益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 387,582 △24,733 1,141,199 1,053,590 2,557,639 520,266 21,268,223

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △456,594

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,099,488

自 己 株 式 の 取 得 △48

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額) 57,001 60,352 307,836 3,903,806 4,328,997 199,947 4,528,944

当連結会計年度変動額合計 57,001 60,352 307,836 3,903,806 4,328,997 199,947 5,171,790

当連結会計年度末残高 444,584 35,618 1,449,036 4,957,397 6,886,637 720,214 26,440,013

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 12社
・連結子会社の名称 ㈱紀文産業

KIBUN (THAILAND) CO., LTD.
KIBUN FOODS (U.S.A.), INC.
KIBUN HONG KONG COMPANY LIMITED
KIBUN FOODS SINGAPORE PTE., LTD.
KIBUN KOREA INC.
KIBUN EUROPE B.V.
KIBUN CHINA CO., LTD.
㈱紀文フレッシュシステム
㈱紀文ビジネスクリエイト
㈱紀文BC保険サービス
㈱紀文安全食品センター

・連結子会社の異動 １社
㈱紀文西日本（合併による除外）

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 ㈱豊洲フーズ
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等の合計が、いずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数
２社

・会社等の名称 海洋食品㈱
YILIN KIBUN CORPORATION

・持分法適用関連会社の異動 １社
PULMUONE-KIBUN CO.,LTD.
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連結注記表

会 社 名 決 算 日

KIBUN (THAILAND) CO., LTD. 12月31日

KIBUN FOODS (U.S.A.), INC. 12月31日

KIBUN HONG KONG COMPANY LIMITED 12月31日

KIBUN FOODS SINGAPORE PTE., LTD. 12月31日

KIBUN KOREA INC. 12月31日

KIBUN EUROPE B.V. 12月31日

KIBUN CHINA CO., LTD. 12月31日

当連結会計年度において、持分法適用会社であったPULMUONE-KIBUN
CO.,LTD.の全株式を売却したことに伴い、持分法適用の範囲から除外し
ております。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・会社等の名称 ㈱豊洲フーズ
・持分法を適用しない理由 持分法を適用していない非連結子会社（㈱豊洲フーズ）は、当期純損益

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類
に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分
法の適用範囲から除外しております。

③　持分法適用手続に関する特記事項
YILIN KIBUN CORPORATIONの決算日は12月31日であります。
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各
社の事業年度に係る計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

※　連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調整を行っております。
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(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ 時価法
ハ．棚卸資産 当社及び連結子会社は、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　２年～50年
機械装置及び運搬具　２年～17年
工具、器具及び備品　２年～19年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連
結会計年度負担額を計上しております。
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④　収益及び費用の計上基準
顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する時点）は以下のとおりであります。
当社グループは、国内食品事業、海外食品事業及び食品関連事業の３つの報告セグメントで事業を展開し

ております。国内食品事業及び海外食品事業における商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品
を引き渡した時点で収益を認識しております。また、食品関連事業における主な事業はロジスティクス事業
であり、顧客への役務提供の完了時点で収益を認識しております。

各報告セグメントにおける固有の状況につきましては、以下のとおりであります。なお、国内食品事業と
海外食品事業については、同様の事業を展開していることから、まとめて記載しております。
イ．国内食品事業、海外食品事業

当該事業においては、国内外においてスリミ製品、惣菜、水産珍味類等の食品の製造販売を行っており
ます。また、スリミ製品の原材料となるすり身及びスリミ製品等の水産品、農畜産品の輸出入と国内仕入
販売を行っております。

顧客との販売契約においては、「受注した商品及び製品を引き渡す義務」を負っております。この履行
義務の充足する通常の時点は、物品の引き渡しが完了した時点であります。なお、商品及び製品の販売の
うち、当社グループの役割が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品と
交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。また、
一部の販売協力費等について、顧客に支払われる対価として、売上高から控除しております。

ロ．食品関連事業
食品関連事業では、連結子会社が主に以下の事業を展開しております。
（ロジスティクス事業）

ロジスティクス事業では、「顧客から預かった物品を顧客の指定する場所に配送する義務」を負って
おり、履行義務の充足する通常の時点は顧客の指定する場所に配送が完了した時点であります。

（その他）
「その他」について、システム関連事業、飲食事業等を行っております。これらは主に「契約に基づ

く顧客へのサービス提供義務」を負っており、履行義務の充足する通常の時点は顧客へのサービス提供
が完了した時点であります。

また、システム関連事業にはシステムの受託開発が含まれており、履行義務を充足するにつれて、一
定の期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見
積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で算出しております。ただし、期間がごく短い開発
については、一定の期間にわたり収益を認識せず、開発完了時に収益を認識することとしております。
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⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リスクのヘッジについ

て振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を、金利スワップにつ
いて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約
ヘッジ対象…借入金、外貨建債権債務、外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する内規に基づき、借入金の金利変動リスクに対し
て金利スワップ取引、為替変動リスクに対して為替予約取引によりヘッジ
を行っております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッ
ジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断して
おります。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を
省略しております。

⑥　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法
過去勤務債務の償却は、発生年度に一括費用処理しております。数理計算
上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

・小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退
職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。

・重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産、負
債は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中
平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換
算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。
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有形固定資産 18,942,982千円

ロ．繰延資産の処理方法
・社債発行費　　　　　　　　支出時に全額費用として処理しております。

2．表示方法の変更に関する注記
(連結損益計算書)

　前連結会計年度まで「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「受取補償金」は、金額的重
要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「受取補償金」は1,410千円であります。

3．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の

とおりであります。
(1) 有形固定資産の減損

当連結会計年度に係る連結計算書類の連結貸借対照表に計上した金額

当社グループは、減損損失の認識の判定及び測定を行う単位として資産のグルーピングを行い、減損の兆候
の有無を判定しております。

減損の兆候が存在する場合、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローに基づ
き、減損損失の認識の要否を判定しております。減損損失を認識すべきと判定された資産又は資産グループに
ついては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可能価
額は使用価値又は正味売却可能価額により算定しております。使用価値は、当該資産から得られる将来キャッ
シュ・フローに基づき算定しております。

将来キャッシュ・フローの算定には、中期経営計画の前提となった数値を基に、主原料価格の過去の推移も
踏まえた将来の相場予測、当社グループ内で用いている将来の収益予測等の仮定を考慮して見積っておりま
す。

当連結会計年度における連結貸借対照表上の有形固定資産のうち、国内食品事業の当社東京工場の有形固定
資産5,014,616千円に係る資産グループについて、工場用土地の市場価格の下落により減損の兆候が認められ
たことから、減損損失を認識するかどうかの判定を行っております。減損損失の認識の判定において、当社の
中期経営計画等に基づく割引前将来キャッシュ・フローの合計が当該資産グループの帳簿価額を上回っている
ことから、当該資産グループの減損損失の認識は不要と判断しております。

しかしながら、当該見積り及びその基礎となる仮定について、将来キャッシュ・フローが想定より減少した
場合、翌連結会計年度の連結計算書類において減損損失が発生する可能性があります。
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退職給付に係る資産 26,543,675千円
退職給付に係る負債 334,225千円

(2) 退職給付会計における基礎率
当連結会計年度に係る連結計算書類の連結貸借対照表に計上した金額

当社グループは、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採
用しております。

確定給付年金型制度（すべて積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を
支給します。

退職一時金制度（すべて非積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しま
す。

なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。また、当社及び一部の連結子会社
は、給与を原資とする選択型確定拠出年金制度を導入しております。

退職給付債務の97.9％は、確定給付企業年金制度を採用している当社及び国内連結子会社（以下、「国内会
社」という。）に係るものであります。国内会社については、退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及び
退職給付費用は、数理計算上の仮定に基づいて算出されております。これらの仮定には、割引率、年金資産の
長期期待運用収益率、退職率、死亡率等が含まれております。当社グループは、使用した数理計算上の仮定は
妥当なものとして判断しておりますが、仮定自体の変更により、退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及
び退職給付費用に重要な影響を与える可能性があります。

国内会社は、直近の格付けがダブルA格相当以上を得ている複数の社債等の利回りに基づいて割引率を設定
しております。具体的には割引率はデュレーションアプローチ（退職給付債務のデュレーションと等しい期間
に対応するスポットレート（イールドカーブ上の利回り）を単一の加重平均割引率とする方法）により算定さ
れた利回りを基礎としております。

当連結会計年度の期首時点の計算において国内会社が採用している割引率は1.0％でありましたが、期末時
点において割引率の再検討を行った結果、退職給付債務の額に重要な影響を及ぼすと判断し、割引率を2.8％
に変更しております。

年金資産の長期期待運用収益率については、運用方針や年金資産の過去の運用実績、及び市場の動向等の指
標を考慮して決定しております。
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建物及び構築物 4,106,387千円
機械装置及び運搬具 822,879千円
工具、器具及び備品 97,725千円
土地 4,965,693千円
投資有価証券 785,007千円

計 10,777,695千円

１年内返済予定の長期借入金 3,617,092千円
長期借入金 9,123,331千円

計 12,740,423千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 27,216,121千円

普通株式 22,829,781株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 5 年 ６ 月 2 4 日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 456,594 20.00 2025年3月31日 2025年６月25日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年６月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 456,593 20.00 2026年３月31日 2026年６月24日

4．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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6．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に水産煉製品の製造及び販売を行うための事業計画に照らして、必要な資金を銀行借

入により調達しております。一時的な余資の運用については安全性の高い短期的な預金等に限定しておりま
す。なお、デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行っておりま
せん。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れておりますが、定期的に時価を把握する体制としております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
借入金及び社債は、主に原材料の仕入のための運転資金と設備投資に係る資金調達を目的としたものであ

ります。このうち一部は、金利変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ）を利
用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建債権債務及び外貨建予定取引について、為替変動リスクに対するヘッジ取引
を目的とした為替予約取引、長期借入金に係る支払金利変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利ス
ワップ取引であります。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たして
いるため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。なお、デリバティブ取引については、社内
管理規程に基づき、為替あるいは金利の変動リスクを回避する目的に限定した取引を行っております。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものでありま
す。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等について
は、１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「(4) 会計方針に関する事項 ⑤ 
重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、販売管理規程及び与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと
ともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制とし、財政状況等の悪化による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。

また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取
引を行っております。

－ 17 －
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(１) 投 資 有 価 証 券 1,259,856千円 1,259,856千円 －千円

(２) 社 債 （2,893,480） （2,823,933） △69,546

(３) 長 期 借 入 金 （11,866,096） （11,801,817） △64,278

(４) リ ー ス 債 務 （ 固 定 負 債 ） （3,742,161） （2,925,415） △816,746

(５) デ リ バ テ ィ ブ 取 引 　　　　　75,409 　　　　　75,409 －

ロ．市場リスク（金利や為替等の変動リスク）の管理
当社グループは、外貨建債権債務及び外貨建予定取引に係る為替変動リスクをヘッジするために、為替

予約取引、借入金に係る金利変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財政状況等を把握し、保有状況を継続的に見直して

おります。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた管理規程に従い、担当部署が決裁担当

者の承認を得て行っております。なお、連結子会社においても各社で定めた管理規程に従い、担当部署が
決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、担当部署が適時に月次の資金繰計画を作成・更新するとともに、必要に応じ短期借入

金の実行若しくは返済を行い、手許流動性を維持することによりリスク管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,058,114千円）は、「投資有価証券」には含めて
おりません。また、「預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入
金」、「１年内償還予定の社債」、「１年内返済予定の長期借入金」及び「リース債務（流動負債）」は短期
間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（※）１．負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
２．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については（　）で示しております。

－ 18 －



2026/05/22 13:07:15 / 25298709_株式会社紀文食品_招集通知

連結注記表

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 1,259,856 － － 1,259,856
デリバティブ取引

通貨関連 － 　　75,409 － 　　75,409

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 2,823,933 － 2,823,933
長期借入金 － 11,801,817 － 11,801,817
リース債務（固定負債） － 2,925,415 － 2,925,415

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

上場株式については相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。

社債及び長期借入金
社債及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の社債を発行、新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、変動金利による長期借入金は、ヘッジ対
象とされる長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該金利スワップと一体として処理
された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定
する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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国内食品事業 海外食品事業 食品関連事業 連結合計
財・サービスの種類別

食品の製造販売 58,509,495 5,958,079 － 64,467,574
食品（原材料を含む。）の輸出入
及び仕入販売 19,658,185 5,510,392 － 25,168,577
ロジスティクス事業 － － 19,771,031 19,771,031
その他 － － 1,630,333 1,630,333
顧客との契約から生じる収益 78,167,680 11,468,472 21,401,365 111,037,517
外部顧客への売上高 78,167,680 11,468,472 21,401,365 111,037,517

リース債務（固定負債）
リース債務の時価評価については、連結決算日におけるリース残存期間において、元利金の合計額を同様

の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定する方法によっており、
レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記「社債及び長期借入金」参
照）。

為替予約の時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。為替予約の振当
処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建金銭債権債務と一体として処理されているため、その時
価は、ヘッジ対象の時価に含めております。

7．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

8．収益認識に関する注記
(１) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、システム関連事業、飲食事業等であります。
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(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
①　食品の製造販売

食品の製造販売においては、国内外においてスリミ製品、惣菜、水産珍味類等の食品の製造販売を行って
おります。

顧客との販売契約においては、「受注した商品及び製品を引き渡す義務」を負っております。この履行義
務の充足する通常の時点は主に物品を顧客の店頭における検収が完了した時点であります。なお、顧客との
契約に基づき、一定期間における販売実績リベート及び目標達成リベートは売上高から控除しております
が、重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ収益を計上しております。目標達成リベートに
ついては契約条件や販売実績を考慮の上、期待値法による方法で見積っております。また、一部の販売協力
費等について、顧客に支払われる対価として、売上高から控除しております。加えて、支払期限は顧客との
個別契約に基づきますが、市場慣行に整合した支払期限となっており、約束した対価の金額に重要な金融要
素は含まれておりません。

②　食品（原材料を含む。）の輸出入及び仕入販売
食品（原材料を含む。）の輸出入及び仕入販売においては、国内外においてスリミ製品の原材料となるす

り身及びスリミ製品等の水産品、農畜産品の輸出入と国内仕入販売を行っております。
顧客との販売契約においては、「受注した商品及び製品を引き渡す義務」を負っております。この履行義

務の充足する通常の時点は主に物品を顧客の店頭における検収が完了した時点であります。なお、商品及び
製品の販売のうち、当社グループが代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商
品と交換に受け取る額から当該他の事業者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。加え
て、支払期限は顧客との個別契約に基づきますが、市場慣行に整合した支払期限となっており、約束した対
価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

③　ロジスティクス事業
ロジスティクス事業においては、「顧客から預かった物品を顧客の指定する場所に配送する義務」を負っ

ており、履行義務の充足する通常の時点は顧客の指定する場所に配送が完了した時点であります。

④　その他
「その他」について、システム関連事業、飲食事業等を行っております。これらは主に「契約に基づく顧

客へのサービス提供義務」を負っており、履行義務の充足する通常の時点は顧客へのサービス提供が完了し
た時点であります。

また、システム関連事業にはシステムの受託開発が含まれており、履行義務を充足するにつれて、一定の
期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原価
に対する実際原価の割合（インプット法）で算出しております。ただし、期間がごく短い開発については、
一定の期間にわたり収益を認識せず、開発完了時に収益を認識することとしております。
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(1) １株当たりの純資産額 1,126円60銭
(2) １株当たりの当期純利益 48円16銭

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益を理解するための基礎となる情報
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

9．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計 利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
資産圧縮積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 6,368,788 1,942,988 1,942,988 55,703 31,335 5,025,205
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △456,594
当 期 純 利 益 897,958
自 己 株 式 の 取 得
資産圧縮積立金の取崩 △5,417 5,417
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － △5,417 446,781
当 期 末 残 高 6,368,788 1,942,988 1,942,988 55,703 25,917 5,471,986

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計利益剰余金合計

当 期 首 残 高 5,112,243 △77 13,423,943 349,226 349,226 13,773,169
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △456,594 △456,594 △456,594
当 期 純 利 益 897,958 897,958 897,958
自 己 株 式 の 取 得 △48 △48 △48
資産圧縮積立金の取崩 － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） 47,777 47,777 47,777

事業年度中の変動額合計 441,364 △48 441,315 47,777 47,777 489,092
当 期 末 残 高 5,553,608 △125 13,865,259 397,003 397,003 14,262,262

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②　デリバティブ等の評価基準

及び評価方法 時価法
③　棚卸資産の評価基準

及び評価方法 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。
②　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウエア　　　　　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
長期前払費用　　　　　　　　　定額法によっております。

③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

(3) 繰延資産の処理方法
・社債発行費 支出時に全額費用として処理しております。

(4) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。
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②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度
負担額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
過去勤務費用の償却は、発生年度に一括費用処理しております。
当事業年度において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理計算
上の差異等を控除した額を超過しているため、前払年金費用として投資
その他の資産に計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する時点）は以下のとおりであります。
当社は、主に国内においてスリミ製品、惣菜、水産珍味類等の食品の製造販売を行っております。
顧客との販売契約においては、「受注した商品及び製品を引き渡す義務」を負っております。この履行義務

の充足する通常の時点は、物品の引き渡しが完了した時点であります。なお、一部の販売協力費等について、
顧客に支払われる対価として、売上高から控除しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。金利スワップについて特例処理の条

件を満たしている場合には特例処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段　　　　　　　　　　金利スワップ
・ヘッジ対象　　　　　　　　　　借入金

③　ヘッジ方針 内部規定に基づき、金融機関からの借入金の一部について、金利変動に
よるリスクを回避するため、金利スワップ取引を利用しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省
略しております。
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建 物 3,639,420千円
構 築 物 463,777千円
機 械 及 び 装 置 822,879千円
工 具 、 器 具 及 び 備 品 97,725千円
土 地 5,564,548千円
投 資 有 価 証 券 785,007千円

計 11,373,360千円

2．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりで

あります。
(1) 有形固定資産の減損

当事業年度に係る計算書類の貸借対照表に計上した金額
有形固定資産　　　　　13,895,350千円
識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報につきましては、「連結注記表　３．

会計上の見積りに関する注記　(1) 有形固定資産の減損」に記載しているため、注記を省略しております。

(2) 退職給付会計における基礎率
当事業年度に係る計算書類の貸借対照表に計上した金額

前払年金費用　　　　　14,850,769千円
識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報につきましては、「連結注記表　３．

会計上の見積りに関する注記　(2) 退職給付会計における基礎率」に記載しているため、記載を省略しており
ます。

３．貸借対照表に関する注記
(1) 担保資産及び担保付債務

①　担保に供している資産

上記のほかに、関係会社が所有する建物3,189千円及び土地136,600千円を担保提供しております。
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１年内返済予定の長期借入金 3,617,092千円
長 期 借 入 金 9,123,331千円

計 12,740,423千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 18,277,600千円

㈱紀文産業 700,000千円
計 700,000千円

㈱紀文産業 2,999,830千円

㈱紀文ビジネスクリエイト 41,699千円

短 期 金 銭 債 権 245,785千円
短 期 金 銭 債 務 4,034,401千円
長 期 金 銭 債 務 769,591千円

営 業 取 引 に よ る 取 引 高
売 上 高 727,955千円
仕 入 高 22,656,501千円
販売費及び一般管理費 7,040,212千円

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高
受 取 利 息 15,376千円
受 取 配 当 金 1,036,477千円
支 払 利 息 71,452千円

②　担保に係る債務

(3) 保　証　債　務
①　銀行借入債務に対する保証

②　外国為替取引に対する保証

③　支払債務に対する保証

(4) 関係会社に対する金銭債権債務

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　106株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、固定資産減損損失、繰越欠損金であり、回収可能性が認められないものに

は評価性引当額を計上しております。繰延税金負債の発生の主な原因は、前払年金費用であります。
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属 性 会社等の名称 議 決 権 等 の
所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子 会 社 ㈱紀文ビジネスクリエイト 所有
直接 100％

業務の委託他
役員の兼任

リース資産購入高（注）１
利息の支払（注）１

469,790
46,653 リース債務 1,098,636

利息の支払（注）2
資金の借入（注）2

24,799
200,000 短期借入金 1,480,000

子 会 社 ㈱ 紀 文 産 業 所有
直接 100％

債務保証
役員の兼任

借入債務等の保証（注）３ 3,699,830 － －

資金の貸付（注）２
貸付金の回収（注）２
利息の受取（注）２

5,850,000
5,850,000

13,031
－ －

原材料の仕入高（注）１ 22,656,484 買掛金 1,664,606

(1) １株当たり純資産額 624円72銭
(2) １株当たり当期純利益 39円33銭

７．関連当事者との取引に関する注記

（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しており
ます。

２．資金の貸付借入についての貸付借入利率は、短期プライムレートを勘案し、決定しております。
３．当社は子会社の銀行借入及び外国為替取引等に対して債務保証を行っております。

なお、保証料は受領しておりません。

８．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

「連結注記表　８．収益認識に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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